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研究成果の概要（和文）：地域共有資源の保全・利用に関する国際比較として、エチオピアでは、自然資源保全
への住民参加意欲に対する外部機関による金銭支払いの効果が限定的であること、ミャンマーでは米作部門の規
制緩和と民営化が共有耕作地の利用・保全効率を改善したこと、中国では非農業雇用機会の拡大が農地の賃貸借
行動を促進し、その効果は農作業委託組織の仲介により調整されること、日本では災害と少子高齢化が個人貯蓄
率を低下させ農村地域の自然資源の保全・利用効率に負の影響を与えることを計量的に示した。アフリカとアジ
アの地理的対照性と途上国と先進国の発展段階の対照性に注目した研究から、自然資源管理において国際的に一
定の原理が確認された。

研究成果の概要（英文）： For Myanmar, industrial structure of national economy focused on farm 
sector was investigated. It was clarified that the linkage between domestic and world rice prices 
was strengthened due to the rice sector privatization and the natural resources (communal farmland) 
management efficiency has been improved. 
 For China, (1) off-farm employment has a positive effect on the farmland transfer-out behavior, and
 a negative impact on their transfer-in behavior; (2) these effects are reduced by the outsourcing 
through the Farm Production Service Organization.
 For Ethiopia, the results of econometric analyses reveal that payments to farmers and a penalty for
 non-participation reduce their motivations for conservation. The motivation is lower for projects 
managed by external organizations than self-governed systems. These findings suggest that natural 
resource management policy should consider the sustainability of local people's motivations for 
conservation.

研究分野：農業経済学、環境資源経済学、国際経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域共有資源の保全・利用・開発の現状を地理的状況と発展段階の異なる諸国間における国際比較の観点から実
証的に検討することにより、環境資源保全と経済発展との両立および世界的視野での持続可能な発展政策を論じ
る際に重要となる問題点を計量的に解明した。今日、地球資源環境政策を巡って、先進国と途上国の間で深刻な
対立が生じており、国際交渉が悉く決裂しているが、その打開策に寄与し得る理論的要因motivation crowding 
theoryを実証的に論証したことに学術的意義があり、世界の持続可能な発展の為に国際機関が導くべき理念と役
割に関する政策提言に貢献する意味で、この研究成果の社会的意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



（研究成果報告書［F-19-1］） 

１．研究開始当初の背景 

経済発展の過程で先進国では効率性が優先される余り、また途上国では食料増産のため森林

伐採等により、世界的に環境資源の劣化が進み開発の持続可能性が危惧される状況にある。この

状況を国際的な現地調査による実証研究を通じて改善のための合理的な政策を提言することが

緊急の課題となっている。 

２．研究の目的 

地域共有資源の保全・利用・開発の現状を地理的状況と発展段階の異なる諸国間における国際

比較の観点から現地調査を通じて実証的に検討することにより、環境資源保全と経済発展との

両立および世界的視野での持続可能な発展政策を論じる際に重要となる問題点を整理し、その

規定要因を計量的に解明することが本研究の目的である。 

３．研究の方法 

 調査研究対象には、東西の途上国としてミャンマーとエチオピア、中進国として中国、先進国

として日本を選んだ。先ず南アジアの途上国としてミャンマーで現地調査した。ミャンマーの国

民栄養状態の最近の傾向を概観した後に、その背景にあるミャンマーの食料農業部門の産業構

造の特徴と変動について論じ、その規定要因である国際米市場との連動性とその波及効果につ

いて解明した。分析手法として、産業構造の部分については、農林水産業を中心とした産業連関

表を作成し、国際米市場との連動性の部分については、国内米市場と国際米市場の時系列データ

を用いて、統計的仮説検定により分析した。 

データは 1970 年から 2016 年に至るミャンマーの生産者米価と国際米価格の時系列データを用

いた。両系列の定常性に関する単位根検定（Dickey-Fuller 検定）を試み、その結果、両系列は

そのままの状態では単位根が存在し非定常であるが、1 階の差分をとった系列には単位根は存

在せず定常であること、つまり 1 階の和分過程にあることを示した。次に、1 階の差分をとっ

た両系列を用いて、ミャンマーの米国内市場と国際市場との市場統合関係、つまり連動性に関し

て、2つの価格時系列データを用いて共和分検定を実施した結果、両市場の間に長期的均衡とし

ての安定的関係が存在することを確認した。 

更に、ミャンマーが WTO に加盟した 1995 年を境にして、前半期間（1970～1994）と後半期間（1995 

～2016）に分けて、共和分関係に関するヨハンセン検定を実施した結果より、前半期間では両系

列の間に共和分関係は示されず、後半期間でのみ共和分関係が計測された。つまり前半期間では、

生産者価格と国際価格の間には安定的な連動関係は見られないが、後半期間では両者は明確に

連動しており、国内生産者価格と国際価格の関係は、一過性の短期的な関係ではなく長期均衡の

安定的な連動関係であることを示した。この背景として、ミャンマーの社会主義体制期（1962～

88 年）や軍事政権下（1988～2011 年）において、米輸出は、強制的な供出米の残余を輸出に回

すのが基本であり、その品質は低く小規模で変動的だった。国内流通部分については、政府の公

定買取価格は市場実勢の半分程度に抑制され、低米価・安定供給が優先されてきた為、国内市場

の米価が輸出市場の価格から政策的に遮断されてきたが、1987 年の部分的自由化に続いて 2003

年以降は供出制度の廃止に伴う国内流通や民間輸出の規制緩和など農業部門が自由化されて来

た歴史的事実と整合している。 

後半期間には幾つかの制度的変化が立て続けに実施されてきた。まず、1995 年に WTO に加盟、



その後、1997 年にアセアンに加盟したが、加えて、2003 年に計画経済から市場経済への移行に

伴う米産業部門の完全民営化を実行している。これら 3 つの制度変更が重層的に機能して、ミ

ャンマーの国内生産者米価と国際米価格の連動性は大きく強められた。 

このように、ミャンマーでの現地調査と統計分析に基づき、米作部門の完全民営化(2003)と国

際環境への制度的適応により、国内米価と国際価格の連動性が強まり、米作地域での資源利用効

率が向上したことを実証した。 

次に、東アジアの途上国として中国内陸部での現地調査を実施した。中国の主要穀物生産省の

データを収集し、パネルデータに基づく固定効果モデルにより、農地規模拡大は単収を増加させ

ないが、生産費を大きく引き下げ、穀物生産の単位利潤を増加させること、第 2に、生産量と利

潤に関しては、農地規模との関係で逆 U字形を示すが、生産費と農地規模との関係においては U

字形を示し、その転換点は 1～1.333ha であることを確認した。第 3に、共有資源の利用効率に

非農業雇用機会の拡大と農作業委託組織の仲介が影響することを示した。その際、中国の４つの

主要な穀物生産省で 12 の郡における 960 戸の農家現地調査データを収集し、Probit モデルと

Tobit モデルによる推定を用いて、農地移転における非農業雇用の直接的影響および農作業委託

の仲裁的役割を探求した。その結果、非農業雇用が農家からの農地移出においてプラスの効果を

もち、農家への農地移入にマイナスの効果をもつこと、更に、農作業委託は農地移出における非

農業雇用のプラスの影響を減じ、農地移入におけるマイナスの影響を弱めることを確認した。こ

のことから、中国における共有農地資源の管理・利用と自然環境保全には、非農業雇用機会の展

開、農作業受委託組織の充実、農地移転行動の規定要因等に関して、制度面・政策面で多くの改

善の余地があることを指摘した。 

同じく東アジアの事例として、先進国の日本に関しては、自然災害と少子高齢化が個人貯蓄率

を長期的に低下させ、農村地域の資源利用効率にネガティブに影響し、その保全と管理政策に大

きく関係することを計量的に示した。 

 特に、人口ボーナスと貯蓄および経済成長に関して、第 1の人口ボーナスは、人口転換の過程

で出生率が変化し、生産年齢人口が増加して、経済成長にプラスの効果をもたらすことで、また

第 2の人口ボーナスは、労働生産性に影響する人口要因として、大きく関係している。このこと

から、世界の国々のデータを用いて、2つの人口ボーナスの貯蓄と経済成長に対する影響を計量

的に分析した。その結果、地域によって、人口ボーナスが貯蓄や経済成長および資源利用の持続

可能性に与える効果は異なることを示した。 

少子高齢化時代の農業と経済に関して、日本の都道府県のクロスセクションデータを用いて、

一戸当たり農業所得の成長、農業依存度、一戸当たり耕地面積の決定要因を同時方程式モデルに

より計量的に分析した。分析結果より、農業依存度、農業研究開発は農業成長に重要な役割を果

たし、農業研究開発は農業生産性の低い地域が高い地域に追い上げるのを助長すること、政府の

農業予算、農家間の労働交換は農業依存度を高め、耕地の拡大に貢献すると論じた。農地価格が

高い地域や耕作放棄地の多い地域は規模拡大が抑制され、農業就業者の高齢化は農業の成長を

低下させる傾向にあり、森林の多い地域は農地の規模拡大に不利であるが、農業は山間部の住人

や高齢者の貴重な就業機会となることを指摘した。 

 中山間地域の農業の事例として、大阪府能勢町における都市農村交流の問題点を計量的に考

察した。以前に能勢町との共同研究で収集した農家に対するアンケート調査のデータを用いて、



プロビット分析により、農家の都市農村交流への参加意向の決定要因として, 

直売所（道の駅）での販売実績、農業体験の受入実績、農地利用集積円滑化団体への期待、地域

ブランドへの取組み等が重要であることを計量的に論証した。 

次に、東アフリカの途上国の事例として、エチオピアのティグライ地域において、確率的フロ

ンティア生産関数を推定し、植林に対する共有地配分政策の効果を評価した。この計画への参加

農民と非参加農民の間で農業生産の技術的効率性を比較し、共有地の配分が技術的効率性を改

善すること、更にこの計画は、土地を保全しながら農業所得を増大させることを示した。 加え

て、エチオピア北部高原地域の事例を用いて、社会規範がどのように自然資源管理活動に関わっ

ているかを調査した。この地域は土壌流亡の問題が深刻であるが、エチオピアの中でも流域の水

土保全活動が活発な地域である。これまでの研究で、社会規範は自然資源保護や環境保全に影響

を及ぼすことが指摘されている。一方で、Schultz, et al. (2007)によれば、社会規範は外生的

ではなく、社会経済条件や説得・説明に影響される可能性がある。都市化や政策介入もまた社会

規範に影響を及ぼすと考えられている 

本研究の仮説は、エチオピアにおいて、自然資源に関する社会規範が内生的に決定されるとい

うことである。特に、政府の直接的、間接的な影響のため、都市部に近いことが自然資源保全の

規範を高めていることを、実証的データを用いて示した。 

社会規範には様々なものがある。コミュニティ－内での相互援助や信頼の成立等の社会関係

資本もある。これらは、都市文化から遠い伝統社会の方が社会関係資本の水準は高い可能性があ

る。本研究の主要なターゲットは自然資源保全に関する住民の社会規範である。 

本研究では、エチオピア北部高原地域にあるティグライ州で広域的な村落調査を実施した。テ

ィグライ州では、河川流域の傾斜地に森林や放牧地として利用される広大な共有地が広がって

いるが、放牧や薪材採取による植生の劣化が顕著である。特に 1990 年代初頭まで続いた社会主

義時代に多くの森林が伐採された。民主化以後、主に 2000 年以降に積極的に共有地の囲い込み

（enclosure）を始め、石積み（stone bund）やテラスの造成、集水工事(deep trench, check 

dam)、植林などの水土保全活動を行っている。 

本研究の調査地は同州の北西部地域２郡、中部地域１郡、東部地域２郡、南部地域２郡で、各

郡１６の村をランダムに選択した。各村で、村長と副村長に対して合同の聞き取りを行うと共に、

6人の農民代表（Development group leader）に対して個別に聞き取り調査を行った。サンプル

数は村リーダー112，農民 672 である。 

使用した分析モデルの詳細は以下の通りである。自然資源保全に関わる社会規範の関数 f、お

よび自然資源管理活動の関数 gを以下の 2式の推定モデルで表す。 

(1) norms＝f (d, Z, p) (2) nrm ＝g(norms*, G, p) 

（1）式の norms は社会規範の変数、dは都市からの距離、Zは世帯特性のベクトル、ｐは政策介

入の変数である。(2)式の norms* は(1)式の推定値、Gは地理条件である。 

次の表は、欠損値のある変数を除くデータ 584 のサンプルで推定を行った結果である。この表

において、実際の推定に用いた norms の変数は農民の代表が新たな植林プロジェクトへ無償参

加する人の割合を尋ねたものである。migration は人口に占める出稼ぎ人数の割合、project は

過去 10 年間に自然資源保全活動関連のプロジェクトが実施されたかどうかを示すダミー変数、

distance_mekele は州都メケレから村中心地までの距離（km）、distance_district は郡の中心



地から村中心地までの距離（km）、age20-29、age30-39、age40-49、age50-59、age60over はそれ

ぞれ回答者の年齢を示すダミー、male は世帯主が男性のダミー、single は独身のダミー、family 

no は世帯員規模（人）、education は小学校以降の教育年数である。 

また、自然資源管理の成果を示す代理変数である enclosure は、共有地での囲い込み面積の割

合、altitude は村中心地の標高（m）、communal area は一人当りの共有地面積（ha）、arable area

は一人当りの農地面積（ha）、pop density は人口密度（人/ha）である。 

norms のモデルは Probit、

enclosureのモデルはOLSで推

定した。これによれば、自然資

源管理に関する社会規範は都

市からの距離に負の影響を受

ける。即ち都市に近い方が高い。

郡の中心地からの距離や回答

者の特性には殆ど影響を受け

ない。出稼ぎ人口が多い方が規

範は低下する。一方、社会規範

が高い方が自然資源管理の規

範は高い。また、高度が高い方

が高く、一人当りの共有地面積

が少ない方が高い。プロジェク

トは正の効果がある。 

４．研究成果 

分析結果を要約すると、住民の自然資源保護に関する社会規範は都市に近いほど高い傾向が

ある。都市付近では農業担当の行政官が日常的に訪問し、監視や指導が多い為、その影響で、自

然資源管理に関する住民や普及員の認識が高い為であろう。逆に、都市から遠ければ、政府の目

が届き難く住民が好んで行わないような指導が行われ難い。この状況は、自然資源管理に関する

プロジェクト介入の効果とはいえないため、より日常的な行政活動の積み重ねと考えられる。こ

うした自然保護の社会規範が高いことが実際の囲い込み等の保全活動に繋がっていると言える。 

以上がエチオピアに関する計量分析の主たる帰結であるが、既述したミャンマーや中国、日本

の事例と比較して、地域共有資源の利用・保全や管理には地域ごとに異なる点もあるが、基本的

には共通する点もある事を現地調査とそれに基づく統計データ処理により確認した。 

現地家計データを用いて経済的誘因（支払い）のあるグループと無いグループ間で保全活動への

参加意思を比較した結果、保全に対する内在的な動機が外部からの貨幣的誘因の撤退後に減衰

することを示唆する「誘因クラウディング理論」が妥当することを確認した。これらの知見は、

地理的条件や発展段階の違いにも関わらず、自然資源管理への介入計画は、外部からの金銭支払

いによる経済的誘因よりも保全に対する地域住民の動機の持続性を考慮することが重要である

ことを示唆している。地域共有資源の保全・利用・開発に関する政策的意義として、外部機関に

よる誘因（金銭支払や罰金）よりも社会規範に基づく農牧民参加型の自発的な計画として推進す

るのが効率的であることを計量経済分析により指摘した。 
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